
大都市地域等における大気汚染対策、地球温暖化対策及び原油価格高騰対策の観点から、ト
ラック・バス・タクシー事業者を中心に、ＣＮＧバス・トラック等の導入に対する支援を行うことにより、
低公害車等の普及を促進し、大気環境等の改善を図る。

●低公害車等の導入に対する補助

トラック・バス・
タクシー事業者等国 地方公共団体等補助 補助

ＣＮＧ（圧縮天然ガス）トラック・バス等
ＰＭは排出せず、ＮＯｘは５割以上低減
ＣＮＧスタンドが必要

ハイブリッドトラック・バス等
内燃機関とモーターの２つの動力源を持つ
新たなインフラ整備の必要がない

（※１）最低台数要件 原則 バス：２台 トラック：３台
（※２）新長期基準よりNOx10% ・PM50%低減した車両
（※３）ポスト新長期規制に適合する車両
（※４）２０１５年燃費基準に適合する車両
（※５）２０１０年燃費基準に適合する車両

電気自動車

ＮＯｘ・ＰＭ，ＣＯ２排出ゼロ

地方公共団体 燃料供給事業者 運送事業者 運輸局荷主事業者

●次世代自動車導入加速モデル事業
次世代自動車の導入に積極的に取り組む地域について、国が協議会等に対して支援
＜次世代自動車＞
ＣＮＧ／ハイブリットトラック・バス、クリーンディーゼルトラック・バス、電気自動車

普及促進費、計画策定経費、実証実験経費等：補助率１／２
次世代自動車の導入に対して低公害車補助の優先採択、最低導入台数要件の緩和

〈次世代自動車導入加速モデル事業〉（新設）

環境モデル都市

連携

モデル事業協議会

国 の 支 援

●地域をあげた取組への支援

ＬＰＧトラック・バス <新規>

ＬＰＧ低燃費タクシー（※５）
<新規>

改造費の1/3使用過程車のＣＮＧ車への改造

ディーゼル低燃費トラック・バス等（※４）
<新規>

電気自動車<新規>

クリーンディーゼルトラック・バス等（※３）
<新規>

ハイブリッドトラック・バス等（※２）
<拡充>総重量3.5ｔ以下も対象化

ＣＮＧトラック・バス等
<拡充>総重量2.5ｔ以下も対象化

車両本体価格

の1/4

又は

通常車両価格と
の差額の1/2

新車の導入

補助率補助対象（※１）

低公害車等普及促進対策
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